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カーボンニュートラルに関する連携協定について～J-クレジット～

【締結の趣旨】

伊賀市では2024年４月に伊賀市ゼロカーボンシティ宣言を行い、
2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにすることを目指して、伊
賀市では公共施設のLED化や太陽光設備の導入などに取り組んでいます。
この度、伊賀市では取り組みの一環としてJ-クレジット制度を活用す
るため“環境価値と経済価値の循環”を支援する株式会社バイウィル・
三十三銀行と環境連携協定を締結しました。（令和６年10月25日）

※J-クレジットとは、省エネ設備の導入や再生エネルギーの活用等、
事業者による脱炭素活動により得られたCO2等の温室効果ガスの排出
削減量を「クレジット」として国が認証した制度です。発行されたク
レジットは他の企業等に売却することでき、購入者はカーボン・オフ
セットに活用することができる制度です。
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連携協定
Jクレジットとは

省エネルギー設備の
導入や再生可能エネ
ルギーの利用による
Co2等の排出量管理
によるCO2等の吸
収量を「クレジッ
ト」として国が認証
する制度であり、国
により運営されてい
る。

※脱炭素事業を実施
した数値に基づき、
クレジット化できる
システム。
※どうしても、脱炭
素できない事業者等
が購入する制度。
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環境省自治体カルテより
産業部門
70％

・優れた既存技術
・先進的な取組
・柔軟な発想の企業

伊賀には
ポテンシャルがある

政策として取り組め
ていないのでそのた
めのベースをつくる

8

産業部門が積極的に
取り組むことにより
伊賀市全体として、
大きな効果と成果を
得られる。
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カーボンニュートラルに関する連携協定について～J-クレジット～概要（情報共有）

2021年 伊賀市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）
→2030年にCO2排出量
46％削減目標

2024年 伊賀市ゼロカーボンシティ宣言
→2050年 CO2排出量
実質ゼロ目標（カーボンニュートラル）

環境価値
の創出

市の財源
となる！！

・蛍光灯も製造中止等通知がきて
いるので、様々な公共施設等でも
対象となる可能性がある。

20250128 市政運営会議資料② 概要版

生活環境課が取り次ぎ

【第1段階】
令和7年度は先行モデルとして、
スキーム構築
・PPA事業（太陽光発電）
・ESCO事業（小中学校LED化）

【第2段階】
各施設所管課で事業を実施する
際は、本制度も視野に入れてい
ただきたい。（情報共有）

・クレジットの有効期限は申
請後8年間

環境省の自治体カルテで、伊賀市の
CO2排出量の７割が産業部門である
ことから、市内の企業等に引き続き
啓発する予定（情報共有）

産業部門
70％

人権生活環境部

経済価値
に転換

つまり

登録申請（協定によりバイウェルが代行） 承認
（J-クレジット
制度認証委員会）

販売
モニタリング

（バイウェルが代行）

歳入
一括調定予定

【対象事業例】
・太陽光発電設備設置事業
・LED化事業 等

伊賀市地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）を策定し、伊賀市全域としての取
組みの推進

①市の取組状況

③Jクレジット制度の活用方法

各施設管理者にしてもらうこと
・申請書作成
・施設資料の提供
・申請内容の詳細についてバイ
ウェルと調整

各施設管理者にしてもらうこと
・電力使用量等の資料提供

④その先の方向性

まずは
第1段階から

J-クレジット制度
2024年
環境連携協定を締結
株式会社バイウィル
三十三銀行

（適用条件）
・設備を2年以内に設置
・環境省補助金がなし

事業に取り組むことによりCO2
排出量を削減することで創出

CO2排出量を削減量を
クレジット化

②これから

（試算）
本庁舎のPPA事業での試算
8年間の合計約280万の歳入
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